	印刷・同関連業


受注は、リーマン・ショックや東日本大震災で大きく減少していたが、平成24年は緩やかな回復傾向がみられた。25年は、アベノミクス効果が期待されたが、印刷業にはほとんど波及しておらず、26年４月からの消費増税を前にした、駆け込み需要もほとんどみられない。

業界の概要

印刷業は、顧客からの注文を受け、顧客の仕様に従って印刷物を作り、納入する受注型製造業である。顧客ごとに印刷内容、紙質、数量、納入期日など細かい仕様について打ち合わせが必要で、多品種少量生産が一般的であり、労働集約型産業である。そのため、中小企業が占める割合は高い。

従業者規模別の事業者割合をみると、従業員300人未満の事業所は全体の99.6％、そのうち20人未満が76.3％を占めている（総務省統計局 『平成24年経済センサス‐活動調査』）。

印刷業の受注先は、出版社、一般企業、官公庁が中心で、ビジネスが集まる大都市立地のメリットが大きい都市型産業である。また、取引条件として納期が重要な要素であり、発注者とデザイン、編集、画像処理、校正など密接な連携が必要で、地域性が強い。

大阪の地位

大阪府内の印刷業は、事業所数1,445、従業者数26,398人、製造品出荷額等4,608億円で全国に占める地位は、それぞれ11.3％、9.4％、8.4％となっている（経済産業省『平成24年工業統計調査（速報）』）。いずれも、東京についで全国で２番目に大きい。東京には出版印刷が集中し、売上が１兆円を超える巨大企業２社があるが、大阪は商業印刷の比重が高いという構造上の特徴がみられる。商業印刷の受注は、近年の官公需用や出版物の減少、会社内での印刷物の内製化や個人印刷など受注構造の変動要因もあり、減少している。少なくなった受注に対し過当競争は厳しく、受注単価の下落が続き収益が悪化するなか、後継者難もあって、事業所数、従業者数、出荷額等のいずれも減少している。

大きく変貌する生産形態や経営環境

印刷業は、発注者から紙媒体、電子媒体により印刷情報をもらい、受注企業が版下→製版→印刷版→印刷→製本加工→納品の生産工程を行っていたが、近年のデジタル印刷化は、発注者が企画し版下を作成しデータを提供即印刷、納品という生産工程へと変わってきている。版下、製版、印刷版が不要となり、印刷価格も下落しており採算が取れなくなってきている。また、一般企業、官公庁、家庭においてパソコンと印刷機の高性能、高機能化が進み、名刺や年賀状、小ロット印刷などは簡単に企業、個人ができるようになり、発注が大幅に減少している。

さらに、官公庁の発注が消耗需要品として、一般競争入札制度を導入しており、落札するために赤字でも受注する印刷業者も多い。このように、生産形態や経営環境の激しい変化は今後も続く見通しである。

専業化と提案型クリエイティブ化の進行

商業印刷は、カタログ通信販売からネット販売への転換や百貨店のカタログ印刷の減少など、様々な要因により受注が減少している。厳しい経営環境の下、印刷機の更新ができない中小零細業者は、印刷機械を売り払い、印刷を専門業者に下請けさせるなど、印刷業の業態変化に対応して生き残る企業が見受けられる。また、従業員100人以上の企業は、印刷を専業として多品種少量印刷やインターネット印刷などに活路を見出し、低価格でも収益を確保できる企業を目指している。

印刷業として生き残る企業は、①スペシャルショップ（特殊印刷専門等）、②量販店型印刷企業（多品種小ロット印刷）、③経営者が世代交代し構造転換できる企業、④発注者の企画に参画する提案型（クリエイティブ）の企業となってきている。

経営環境の変化に対応している企業の中には、売上を前年比10％以上伸ばし、利益率も30％増加させた企業も見受けられる。
受注は受注先業界の景気に左右される

受注先の業界の景気動向により、受注は大きく変動することがあり、住宅、自動車、家電や医薬品、健康食品、レトルト食品やスイーツなどの消費が伸びると、パッケージやカタログ、広告物などの印刷注文が増加するが、パチンコ業界のように景気変動をあまり受けないところもある。受注先の業界の景気や企業倒産が印刷発注に大きく影響している。アベノミクス効果は、円安、株価上昇により輸出関連企業や資産家に大きな効果をもたらしているが、海外からの原材料を輸入に頼る関連企業は、輸入代金の高騰や原材料の価格上昇により、大きく収益を減少させている。特に中小零細企業へはアベノミクス効果はまだ波及していない。

上記の動向から印刷の受注は減少しているが、全般的には、商業印刷が低調である一方、食品パッケージなどの付加価値の高い特殊印刷では堅調な動きがみられる。ただし、商業印刷について、印刷の用紙使用量自体はそれほど減少しておらず、一定の印刷需要はある。受注の減少要因は、景気の動向に加えて、一般企業や官公庁、家庭でパソコンとコピー印刷機を使用して印刷を簡単にきれいにできるＤＰＴ化、オンデマンド印刷化が急速に発展したことにもある。

現状は、電力料金の昨年５月１日からの値上げのほか、円安による影響として、原紙価格の25年春と秋２回の各10％の価格引き上げと、そのほか印刷用のインキ、油などの原材料が相次いで引き上げられたが、受注価格へ転嫁できておらず、収益を大きく圧迫している。

また、26年４月からの消費税増税に対しては、外税方式で取引されており、ほとんどの企業が、増税分はそのまま転嫁するとしている。

設備投資、雇用・賃金、資金繰り

印刷機械の売却が進む中で、新規設備投資はほとんどないが、注文先にデザインや企画を提案するクリエイティブ部門では、パソコンなどの新規投資があるのと、カタログ印刷などの色合いで厳しい条件を求められる注文もあり、対応する印刷機の購入や、専業化による工場の集約化も見込まれ、一定の設備投資が出ている。

雇用は、業態変化の中で、各工程に従事していた職人が不要になるなど就業構造の変化がみられる一方、クリエイティブな部門で有能な人材が求められており、新規採用を検討している企業が出てきている。
　賃金は、厳しい経営環境の中でようやく少し回復してきたことを反映し、過去に減給した給与を増やす動きがあるものの、ベースアップまでは困難とする企業がほとんどである。売上を伸ばし収益が上がった企業では、ボーナスへ反映させる企業も出てきている。

資金繰りは、大阪府印刷工業組合の景況調査アンケート（平成25年11月実施）では、70％の企業がほとんど変わらないと回答していることから、比較的堅調に推移しているといえるが、苦しいとの回答も25％みられる。25年９月には、大手電機メーカーからの受注が減少したことにより、府内中堅の印刷業者による民事再生法の適用が申請された。

今後の見通し
受注量に対し、印刷企業数は過多とされ今後もなお企業淘汰が進むことが想定される。今後は、発注企業の企画段階から関与していく、消費者に好まれる印刷デザインの企画や新商品開発に参画できる提案型のクリエイティブ印刷業への転換、印刷専門への特化、今後10％以上の伸びが期待できる（矢野経済研究所調べ）インターネット印刷への参入など、厳しい経営環境を乗り越え、業績が向上する企業への転換が必要である。

　また、今後の課題として、東京オリンピック開催決定に伴う需要の取り込みや　一層の経営合理化と受注から納品までミスのおきないような工程へのシステム化、クリエイティブ印刷業に対応しうる若手人材の採用やデジタル化などの対応が求められている。

（江原　均）

[image: image1.emf]表１   印刷・同関連業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移  

調査年  事業所数  従業者数（人）  製造品出荷額等（百万円）  

全国  大阪府  全国  大阪府  全国  大阪府  

平成 20 年  16,484  1,907  326,476  32,929  6,737, 842  601,712  

    21  14,851  1,705  308,878  30,779  6,172,133  555,370  

    22  13,914  1,603  299,038  29,758  6,044,642  512,237  

    23  14,171  1,669  286,590  27,985  5,548,887  498,448  

    24  12,830  1,445  281,104  26,398  5,481,652  4 60 ,803  

資料 ： 経済産業省 「 工業統計調査（ 産業編 ） 」   注： 従業者４人以上の事業所。 調査年 平成 23 年は、「平成 24 年経済センサス - 活動調査結果（製造業）」の数値。   調査年平成 24 年は速報値。     表２   印刷業の生産・出荷の動向（生産指数）  

年   月  大阪府（ 17 年＝ 100 ）  全国（ 22 年＝ 100 ）  近畿地域（ 22 年＝ 100 ）  

生産  出荷  生産  出荷  生産  出荷  

平成 20 年   99.6  99.6  98.9  98.9  105.5  105.5  

21   101.3  101.3  97.7  97.7  103.6  103.5  

22   99.4  99.4  100.0  100.0  100.0  100.0  

2 3   84.4  84.4  95.3  95.3  92.8  92.5  

24   89.2  89.2  96.3  96.3  99.9  99.5  

平成 25 年  1 ～ 3 月  86.7  86.7  92.1  92.6  92.8   92.6  

 4 ～ 6 月  87.0  87.0  91.9  91.7  95.2   95.0  

 7 ～ 9 月  86.5  86.6  92.5  92.2  101.0  100.7  

平成 25 年  10 月  62.1  62.1  94.0  93.8  100.1  99.4  

 11 月  66.4  66.4  94.3  94.2  103.1  102.5  

資料：大阪府統計課「大阪府工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」、近畿経済産業局「鉱工業指数」   注：年の数値は原指数、その他は季節調整済指数。    
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